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本セッションは分類の異なる演題で構成されて

おり，４題の発表があった。

「航空機騒音の基礎評価量 LAEの算出方法につ

いて」

航空機騒音に係る環境基準の一部改正に伴い，

騒音の評価指標がWECPNL（以下，W値）から時

間帯補正等価騒音レベル（Lden）に改正された。こ

れまでに蓄積されたデ－タの有効活用と航空機騒

音に係る環境基準の類型指定見直しのための基礎

資料とするために実施された調査研究の報告がさ

れた。演者らは，単発騒音暴露レベル（LAE）につ

いて理論的検討を行い，また飛行場周辺での通年

測定点の結果を用いて，LAE推計式の有効性の確

認とW値と Ldenの関係等について検討した。そ

の結果，従来指摘されているW値と Ldenの差１３

が，飛行場の運行形態や周辺地域の環境条件に

よって異なっていることがわかった。実測により

求めたW値と Ldenの関係から，その差が１３以上

であることが判明した。演者らの調査研究がより

進展し，今後の航空機騒音に係る環境基準の類型

指定見直しの際に有効に生かされることを期待し

たい。

「川崎市における保水性舗装実験施設の路面温

度結果について」

産学官による環境技術に関する共同研究事業の

内，保水性舗装の路面温度についての調査研究の

報告がされた。調査方法として，２種類の保水性

舗装（６０％，１００％）と排水性舗装に散水し，路面

温度を測定した。その結果，１００％保水性舗装の

路面温度低減効果は他の舗装より優れており，平

均路面温度で４℃，日最高路面温度で１０℃の効果

が見られた。また，散水後の保水効果は，６０％保

水性舗装では２．５日，１００％保水性舗装では１週間

程度持続すると考えられた。本調査研究の内容

を，道路や駐車場等への応用についてはクリアし

なければならない点があると思われるが，今後の

都市のヒートアイランド現象への対応策の一つと

して注目したい。

「諏訪湖流入河川汚濁負荷実態調査研究」

徐々に改善されている諏訪湖の水質であるが，

一部水質目標値の達成に至っていないことから，

一層の浄化対策を図るために「流出水対策地区」

を指定し，重点的に取組むこととした。「流出水

対策地区」を指定するにあたり，排出負荷量の大

きい上川・宮川流域を対象にして行われた実態調

査結果等の報告がされた。宮川本流，支流で年８

回，２８調査地点で行われた調査結果によると，下

流地点では降雨時にほとんどの地点で COD負荷

量が平常時に比べて大きく増加し，全窒素，全り

んもほぼ同様な傾向であること，また，上川と宮

川の下流地点を比較すると，平常時と比べて降雨

時には両河川とも COD，全窒素，全りんの負荷

量が３～６倍増加したこと，等がわかった。これ

らのことから，諏訪湖浄化に関しては流域の流出

水対策を講じて，諏訪湖への流入負荷を削減する

必要があるとしている。地域の水環境問題への対
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応を粘り強く継続していることが伺え，いつの日

か改善された諏訪湖の水質についての報告が聞け

ることを望みたい。

「温室効果ガス排出量取引制度に関する研究」

京都議定書の数値目標を達成するため，従来の

規制的な手法ではなく，高い費用対効果が期待で

きる排出量取引などの経済的手法に対する関心が

高まっている。産業部門の排出量削減を目的とし

た排出量取引制度の有効性を検討するため，企業

参加による研究会において実施した排出量取引制

度の内容及び排出量取引シミュレ－ションの結果

について報告がされた。キャップ＆トレ－ド方式

及びベースライン＆クレジット方式で，それぞれ

７事業者，６事業者がシミュレ－ションに参加

し，全体を通しての市場平均価格もそれぞれ

２，７９５円，１，５５０円となった。ベースライン＆クレ

ジット方式はキャップ＆トレ－ド方式よりも費用

削減割合では劣ったが，排出量は大幅に削減でき

た。したがって，増加傾向にある広島県の産業部

門に適した排出量取引制度はベースライン＆クレ

ジット方式としている。地球温暖化に対する様々

な努力がなされている中，本研究の内容も有力な

方法の一つとして興味深いものと思われる。

本セッションでは大気・降下ばいじん中のダイ

オキシン，SPM高濃度事例の解析，露点温度と

気温が SPM自動測定器へ及ぼす影響，分析走査

電子顕微鏡によるアスベストの分析の計４題の発

表が行われた。

「大阪市域における大気，降下ばいじん中ダイ

オキシン類濃度および排出量の推移」はダイオキ

シン類対策特別措置法の施行前後でダイオキシン

類の排出量，大気中濃度および降下物中濃度を測

定し，法律の効果について述べた研究であり，政

策の効果を検証する上で重要な研究である。法施

行前の平成９年度，施行後の平成１５および１６年度

の測定値から，排出量，大気中濃度，降下物中濃

度のいずれも８５％程度の低減が認められた。これ

はダイオキシン排出抑制のための各種規制の効果

が反映されたと考察している。低減した原因を詳

細に調査し，将来予測へ発展させれば，さらに有

用な研究となると思われる。

「平成１９年度における京都府内の SPM高濃度

事例の解析結果」は，高濃度の SPMイベントを

個別に解析し，SPM濃度上昇の原因を探る貴重

な研究である。平成１９年度における SPM高濃度

イベント，全５回についての考察を行い，その原

因を，越境大気汚染，国内大気汚染による二次生

成，ローカルな発生源の影響にパターン分けし

た。その中で，越境大気汚染の指標に二酸化硫黄

が有効である，という可能性を示したことは大き

な成果である。しかしながら，ローカルな発生源

の影響とは，具体的にどういうことかがはっきり

と示されなかった点は，今後の課題かと思われ

る。また，５回の高濃度イベントのうち，６月下

旬に見られた事象は全国的な現象であり，他機関

との連携など研究の幅が広がる可能性がある。

「SPM濃度の上昇に対する露点温度及び気温

の影響について」では，全国の自治体で用いられ

ている SPM計の誤差要因について，露点に着目

して解析した結果が示された。露点温度と SPM

濃度に正の相関があること，またその影響の強さ

は計器メーカーによって異なることを示し，露点

温度が計器の測定に何らかの影響を与えたと結論

している。ただし，元になるデータは相関関係で

あるため，露点温度が高い気象条件では実際に

SPMが高くなるという可能性も残されている。

この研究は，全国で測定中の SPM濃度値に影響

を与えるだけに，今後並行試験等の詳細な検討が

期待される。

「分析操作電子顕微鏡による建築物解体現場周

辺における大気中石綿繊維濃度の測定」は，石綿

分析における分析走査電子顕微鏡法(A－SEM法）

の有用性およびその効果的な前処理方法を検討し

た研究である。通常の環境レベルの観測であれ

ば，従来の位相差顕微鏡法で十分であるが，本研

究テーマにある，建築物解体現場などの極端に繊
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維数が多くなると考えられる環境では，A―SEM

法は非常に有効ある。さらに，きれいな画像を得

るための手法が示されたのは，同様の測定をして

いる機関には有用な情報であったと思われる。現

状では必要以上に鮮明な画像を得る理由が薄弱と

の指摘もあるが，さらに一歩進めて，画像解析を

組み合わせた自動分析まで視野に入れれば，鮮明

な画像の必要性が高まると考えられる。自動分析

が実用化されれば，アスベスト分析に時間を食わ

れている地方環境研究所の研究員にとって，大き

な助けになるため，今後が期待される。

本セッションでは，水質に関わる４題の調査・

研究発表が行われた。

「千葉県内河川の硝酸性窒素濃度実態調査」で

は，千葉県内河川で行われている硝酸性窒素濃度

およびその他指標の長期モニタリング結果が紹介

された。多くの河川で近年，硝酸性窒素濃度の上

昇が観測されており，その原因として灌漑用水の

戻り水・水田の湛水などが推測された。また，都

市型河川および都市・農村複合型河川等の比較か

ら，河川周辺の土地利用状況の違いが河川中の硝

酸性窒素濃度の影響を与えている可能性が示唆さ

れた。フロアからは，行政サイドの農林部門およ

び農家等との具体的連携に関する質問が出され，

今後は協力を念頭に置いて調査を継続していくと

の回答が発表者よりなされた。

「白川中流域の土壌におけるふっ化物イオンの

溶出，吸着特性」では，熊本県および企業などが

連携して行っている白川中流域水田湛水事業が報

告された。白川では河川水に含まれるふっ化物イ

オン濃度（F－）が高いことが知られているが，白

川中流域の深層地下水の F－は，白川河川水と比

べて低く，土壌への吸着が予想された。実証試験

では，F－の土壌成分への吸着が明らかとなり，

その吸着・溶出特性が土壌試料の深さ方向によっ

て変化することが示された。質疑応答では，本研

究の応用・発展に関する質問がなされ，まだ検討

中ではあるが今後も地域に密着した展開を考えて

いるとの回答があった。

「ICP―MSによるひ素の分析条件の検討」では，

ICP―MSにおけるひ素（As）測定において問題と

なっている，キャリアーガスを起因とした干渉を

抑制する分析条件の検討が報告された。種々の添

加薬剤を用いて干渉要因を検討した結果，カルシ

ウム（Ca）添加条件下で最も As濃度が高く測定さ

れることが明らかとなった。セル電圧およびネブ

ライザーガス流量の最適化を行った結果，Caに

よる干渉を抑制することに成功し，地下水試料の

測定においても良好な結果が得られたことが示さ

れた。

「琵琶湖における陸域からの難分解性有機物発

生量の増加を考慮した水質汚濁メカニズムの解明

について」においては，近年，琵琶湖において有

機物指標である CODおよび BODの挙動に乖離

現象がみられることが報告された。また，産業別

に採取した排出水の分析結果から難分解性有機物

負荷量を数値として推定した結果も示された。さ

らに，水質汚濁メカニズム解明には陸域および湖

内における有機物の動態・収支を把握することが

重要であり，各関係機関が連携した総合的な調査

の継続が必須であることが強調された。

本セッションでは生物に関する調査研究４題の

発表が行われた。

「琵琶湖における植物プランクトンの長期変動

と難分解性有機物を考慮した水質汚濁メカニズム

の解明について」では，琵琶湖の湖内生産及び分

各座長によるセッション報告 １７
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解の変化と難分解性有機物を考慮した有機汚濁メ

カニズムを解明することを目的とし，植物プラン

クトン由来の有機物量の長期変動解析に関する研

究と植物プランクトン培養技術の確立に関する研

究の成果が報告された。プランクトン優占種が従

来の珪藻，緑藻から鞭毛藻類，藍藻類の加わった

生物相に移行する傾向が見られ，同時に琵琶湖固

有種の減少等，生物相の多様性が失われてきてい

ることなどが明らかになった。藍藻類，緑藻類の

産生する寒天質状物質と CODとの関係およびそ

の物質の難分解性に注目し，培養技術の確立とも

並行して研究が進められており，今後の発展が期

待される。

「貝類による水中の懸濁物質への影響に関する

考察」では，貝類の水質浄化効果に関連して，水

中の懸濁物質(SS)への影響について検討した成果

が報告された。マツカサガイ，カラスガイ，ヒメ

タニシの３種の貝類による SSと CODの低減効果

として，５日間で SSは２～３割，CODは４割程

度にまで減少した。容器底の貝類が SSを吸収す

ることで下向きの流れが生じるため SSの沈降速

度が増加し，また懸濁物質が偽糞状になることに

よりさらに沈降速度が増加したと考えられた。水

路を仮定したシミュレーション計算により平均滞

留時間０．５日，水深２０cm，ヒメタニシ２個体�L
の場合で SSの削減率が５割と見積もられた。貝

類による水質浄化効果は多くの水域で適用が期待

されるものであり，更なる研究の推進が望まれ

る。

「日本産ミズゴケの遺伝的多様性に関する研究」

は，属全体が環境省絶滅危惧Ⅰ類に指定されてい

るミズゴケを対象に，その遺伝的多様性に関する

検討を行った成果である。ITS，nad５，trn６，お

よび trnLの４領域について解析した結果，ITS領

域を用いた解析がミズゴケの種間系統解析に有効

であることが明らかとなった。オオミズゴケにお

いて，収集地域が異なるにも関わらず ITS領域に

種内多型がほとんど存在せず，４領域を結合して

検討したところ概ね本州産と九州産のサンプルに

グループ分けされるという結果が得られている。

国内産オオミズゴケの遺伝子に地域固有性が存在

することが確認された意義は大きい。遺伝子多様

性の保全は急務であり，本研究手法の，他の生物

種への適用や成果の稀少生物種保全活動への活用

が期待される。

「絶滅危惧種『ガシャモク』の生育池調査」で

は，北九州市の農業用ため池１カ所にのみ自然状

態で生育している絶滅危惧種ガシャモクの生育池

の水質・底質調査から得られた成果が報告され

た。ため池への流入水の水質は良好であったが池

全体の水質は徐々に悪化していると考えられた。

ガシャモクは底質がシルト・粘土の場合には生育

していなかった。当該池は，近年水の使用が減少

し，水抜きや泥さらえなどがなされていないため

水の入れ替わりが少なく，水位が長期間一定と

なったため岸辺の同じ水位帯が浸食され，シルト

・粘土が流入，堆積したと考えられ，その巻き上

がりによる水質悪化などとの関連が示唆された。

更なる調査・研究と底質改善などの保全の取り組

みによりガシャモクの生育できる環境が拡大する

ことを願う。

本セッションでは，廃材利用による窒素除去に

関する研究１題，ガラス再生材の重金属溶出特性

と影響評価に関する研究１題，埋立地から発生す

る硫化水素に関する研究１題，廃プラスチック類

不適正埋立て監視技術に関する研究１題の計４題

の発表が行われた。

「廃棄物を有効活用した小規模排水の高度処理

システムに関する研究 ―廃材を利用した嫌気性

微生物による窒素除去―」では，合併浄化槽や産

業排水処理施設の後処理として，窒素等の効率的

な除去システム確立のため，硫酸塩還元細菌集積

時の硫酸イオン濃度，硫酸塩還元細菌の担体であ

る建設廃材の材質について検討を行った。硫酸塩

還元細菌の効果的な集積と硝酸性窒素の除去能を

持続させるには担体である建設廃材が必要である

特集／第３５回環境保全・公害防止研究発表会１８
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こと，廃材の材質（針葉樹，広葉樹の別）には影響

されないこと，硫酸塩還元細菌集積時の硫酸塩濃

度が高い方が硝酸性窒素の除去能が持続すること

が明らかになった。今後，水温，水量等の影響に

関する検討を継続していただき，簡便な高度処理

システムが開発されることが願われる。

「ガラス系再生材からの重金属類の溶出特性と

地下水への影響評価」では，ガラス系再生材とし

て，ガラスカレット，発泡ガラス，溶融スラグの

３種類を対象としカラム試験により重金属溶出特

性の検討を行った。Pb，Asの累積溶出量は発泡

ガラス，Cr（VI）はガラスカレットで最も高く，ま

た，Pbと Asは初期にほとんどが溶出するのに対

し，Cr（VI）は継続的に溶出すること，さらに，カ

ラム試験の結果から再生材を盛り土として利用し

た場合の地下水への影響量を推定したところ，発

泡ガラスから溶出する Asが地下水環境基準を超

過すると判定されたが，その他は環境基準に適合

し影響は少ないことが明らかになった。このよう

な再生材の環境に及ぼす影響を推定・評価する研

究は少ないため，今後ともデータの蓄積が望まれ

る。また，これら試験結果を再生材として利用可

能か判断するためのシステム等が必要であると感

じられた。

「廃棄物埋立地から発生する硫化水素等に関す

る研究」では，安定型処分場の浸透水及び管理型

処分場の浸出水中の硫酸還元菌の有無，培養後の

発生ガス，硫化水素発生抑制条件について検討を

行った。菌数には差があるものの，全ての処分場

から採取した浸透水及び浸出水から硫酸塩還元菌

が確認された。BODと硫酸イオン濃度がともに

高い場合にのみ浸出水から硫化水素が発生し，ま

た，硫化水素以外にも二硫化炭素，メチルメルカ

プタンも検出された。硫化水素の吸着材として

は，三価の鉄化合物が有効であること，硫化水素

の発生を抑制する条件としては，好気的状況にす

ることが効果的であることが明らかになった。今

後，硫化水素等のガスが発生している処分場等の

現場での検討が望まれる。

「廃棄物の不適正埋立て監視技術開発の基礎検

討 ―廃プラスチック類の検知―」では，廃プラ

スチック類を対象とした監視技術の基礎について

検討した。安定型処分場の浸出水に含まれる化合

物を調査したところ，フタル酸エステル類が検出

頻度，濃度とも高いが環境中に偏在しているため

低濃度での判定が困難であることから，普遍的に

検出されるビスフェノール Aに他の化合物を組

み合わせることにより，廃プラスチック類を検知

するための指標として有効に利用できると考えら

れた。また，浸出水がない場所を想定した手法と

して，ボーリング等により孔をあけ加熱エアーを

送り込み熱分解生成物を回収し検知する方法で

は，メチルスチレン，ナフタレン等が検知された。

不法投棄による問題は全国各地で起こっているこ

とから，本研究が今後ますます進展することで，

不法投棄現場の早期発見につながることが期待さ

れる。

本セッションでは，有機フッ素化合物に係る水

環境調査に関する研究１題，フッ素テロマーアル

コール（FTOHs）の分析に関する研究１題，水生生

物中の化学物質調査に関する研究２題の計４題の

発表が行われた。

「都内水環境における PFOSの汚染源解明調査」

では，パーフルオロオクタンスルホン酸（PFOS）

及びパーフルオロオクタン酸（PFOA）に関して，

東京湾の多摩川河口沖の底質に関する汚染の経年

変化調査，及び下水処理場の流入幹線と接続支線

及び主要事業場等の排水調査を行った研究であ

る。底質コアサンプルの調査からは，PFOSによ

る汚染が１９７０年ごろから急激に増加し始め，１９９０

年代に最大値を示すことが明らかにされ，社会的

な有機フッ素化合物の使用量との相関が示され

た。下水処理場流入幹線調査では，調査した支線

の内，最大７，４００ng�Lの検出が見られた。また，
事業場の排出水調査では，電子部品・デバイス製

造業の一つにおいて，５８，０００ng�Lが検出された

各座長によるセッション報告 １９

Vol. 34 No. 1（2009） ─１９



化学物質�

（財）東京都環境科学研究所

西野 貴裕

が，他は低い値であった。今後，より詳細な調査

で，下水幹線系での動向を含めた環境負荷の実態

が明らかにされることを期待したい。

「製品中有機フッ素テロマーアルコールの分析」

では，PFOA類の前駆体で揮発性を持つフッ素テ

ロマーアルコール類（FTOHs）に関する分析法の開

発と，製品中の繊維製品と車用のフッ素系撥水・

撥油剤の分析調査を行った研究である。新規の分

析法の開発を進めながら，そのデータの紹介がな

された。今後は，大気系を介した汚染拡大のメカ

ニズムの解明等への応用展開を期待したい。

「南西諸島に生息する水棲生物中の有害化学物

質調査（Ⅱ）」では，南西諸島に生息する鯨類の筋

肉，肝臓及び腎臓中の有機ハロゲン化合物，有機

スズ化合物及び微量元素の調査を行った研究であ

る。また，「南西諸島に生息する水棲生物中の有

害化学物質調査（Ⅲ）」は，同様に南西諸島に生息

するウミガメ類の肝臓中の有機ハロゲン化合物，

有機スズ化合物及び微量元素に関する調査報告で

ある。有機ハロゲン化合物に関しては，鯨類，ウ

ミガメ類のいずれも全ての検体から検出された。

特に鯨類は高濃度蓄積生物であることが確認され

た。また，臭素系難燃剤の汚染実態が明らかにさ

れた。有機スズ化合物の結果は，全体として低く，

一部の検体において検出された。鯨類はウミガメ

類より総じて高く，鯨類が蓄積しやすいことが明

らかにされた。微量金属元素については，特に Hg

の蓄積性が高いことが示された。検体入手の困難

性からデータ数が限られているが，今後は，デー

タ蓄積と生態学的な研究とあわせて化学物質の暴

露リスク等について明らかにされることを期待し

たい。

本セッションでは，LC�MSによる水中フェノー

ルの分析，下水処理場排水中の化学物質，化学物

質排出事業所周辺の環境調査，多環芳香族炭化水

素の環境実態調査の計４題の発表が行われた。

「固相抽出法と LC（C８カラム）�MS法を組み

合わせた環境水中のフェノール分析」では，水中

のフェノールについて，従来の誘導体化―GC�MS

法より簡易かつ安全な固相抽出―LC�MS法による

分析法を検討し，河川水の実態調査結果が示され

た。分析法は試料水を固相抽出後，アセトニトリ

ル転溶し，LC�MS測定するものである。ここで

は，抽出に用いる固相の種類と溶出に使用する溶

媒量，LC�MSの分析カラムやコーン電圧等，分

析条件が非常によく検討されており，感度につい

ても実際の環境分析に適用が期待できると思われ

た。現在は絶対検量線法による定量であるが，マ

トリックス効果等，LC�MS法特有の問題もある

ため，フェノール d体等を用いた内部標準法に

よる定量に切り替えることによって，今後この分

析法はより精度が向上することが期待できる。

「下水処理場排水に含まれる医薬品・日用品等

由来の化学物質調査」では，家庭排水経由の化学

物質の中で河川中での検出事例のある合成ムスク

香料２物質，昆虫忌避剤１物質，かゆみ止め１物

質，計４物質について，下水処理場流入水や放流

水，河川水の調査を行っている。試料水を逆相系

の固相カラムを用いて抽出後，GC�MSで分析し

ている。いずれの物質も下水処理によって大部分

は除去されるものの，残りは放流水中に残存し，

下流の河川中の濃度に影響を与えている。医薬品

等については，地域を問わず下水処理場の下流に

位置する河川にとっては共通の問題事項である。

今後も本調査を継続し，知見を集積していただく

ことを期待したい。

「化学物質高排出事業所周辺の環境調査」では，

PRTR届出データを集計し，大気環境中への排出

が多い物質（ジクロロメタン，トリクロロエチレ

ン，トルエン，エチルベンゼン，キシレン，ベン

ゼン）を対象に，これらを大量に放出している事

業所付近で大気環境調査を行った。分析はキャニ

スター GC�MS法により行っている。一部の地域

ではトルエンの排出が PRTR届出の１�１０以下であ
ることが判明した場所もあり，PRTRに係る事業

所の排出状況の実態について，正確な把握が必要
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であることが推察できる。今後の化学物質対策に

向け，非常に有意義な情報を提供して頂けたと思

われた。

「宮城県における多環芳香族炭化水素類実態調査」

では，宮城県内の工場等が立地している地区にお

いて大気中 PAHsの環境実態を調査している。大

気試料は，発生源近傍，沿道，比較対照地点の３

地点でハイボリュームエアサンプラーを用いて採

取し，GC�MSで１７成分を分析した。本調査は２

月と８月に実施したが，２月と比較すると８月の

PAHsの濃度が大幅に高く，これは，全 PAHsの

９０％以上の割合をしめるガス状 PAHsによるもの

であった。また，環数別の内訳は，２環が７割，３

環が約２割であり，調査地点による特徴的な濃度

分布はみられなかった。ガス状 PAHsの割合が高

いのは大阪でも同様の結果のため，今後の大気中

PAHsのモニタリングを実施する上で大変有用な

発表内容であると思われた。

本セッションでは，河川水中微量金属元素の分

析法，緊急時における水中 VOCのモニタリング

手法，様々な油成分に対する分析手法，廃棄物保

管場におけるメタンの簡易測定，水沈植物を用い

た環境改善とその資源化の計５題の発表が行われ

た。

「イミノ二酢酸・エチレンジアミン三酢酸キ

レート樹脂を用いた河川水中の微量金属元素分析

の試み」では，イミノ二酢酸キレート樹脂にエチ

レンジアミン三酢酸樹脂を追加した２元系の固相

抽出カラムを用いた河川水中の金属元素の測定条

件の検討およびその応用として河川水のモニタリ

ング結果が報告された。近年，河川水などの環境

水中の金属分析は，従来の溶媒抽出法から取り扱

いも簡便で処理時間も短縮できる固相抽出法によ

る手法が多く用いられるようになってきている。

本報告では，河川水のモニタリングを実施する前

にアルカリ土類金属の除去の確認や試料の pHが

金属の回収率に及ぼす影響等の詳細な分析条件の

検討が行われており，その結果から本法の有用性

が示されていた。また，実際のモニタリング結果

からも，本法は，充分実用に耐えうる手法である

ことが確認されていた。以上のことから，コスト

面での問題がクリアできれば，この２元系の固相

抽出カラムを用いた方法は，広く環境のモニタリ

ングに適応可能である。

「緊急時における水中の VOCモニタリング手

法について」では，水中の揮発性有機化合物

（VOC）の測定に関して，EPA（米国）が提示してい

る８４物質を対象として，緊急時に即時対応可能な

分析手法が報告された。本報告では，標準物質を

用いて測定対象８４物質の同定及びリテンションタ

イム（Rt）の確認を行い，その結果，８４物質中２－

Nitropropaneを除く８３物質についてピークの同定

が可能であることが示された。また，同８３物質に

ついて０．１～２２μg�Lの範囲内でほぼ直線性を示し
たことから，それらの物質に関して定量可能と判

断している。さらに，標準物質において確認され

た測定条件を実試料に適用したところ，実試料の

測定に際しても Rt等の変動は見られず，充分に

適用可能であると思われた。事故や火災などの災

害で環境中に排出された有害化学物質による二次

災害の対策や既に発生した環境汚染などのモニタ

リング手法の確立は，全国の自治体において早急

に整備しなければならない喫緊の課題であり，今

後，本手法で測定不可能であった化合物の条件検

討や準備に時間がかかる液体窒素を使用しない方

法など本システムのさらなる発展が期待される。

「油分析に影響する各種要因について」では，

GC�MSを用いた油種分析，工業排水試験法（JIS K

０１０２）に規定されているヘキサン抽出物質，赤外

吸収法の油成分に対する３種類の分析手法の違い

による分析値に影響する要因を検討している。先

ず，GC�MSを用いた油種分析では，燃料油，機

械油等の各種鉱物油を測定し，それぞれの特徴的

な成分が示された。次に，ヘキサン抽出物質によ

る各種油分の測定では，その結果からガソリンお

よび灯油はその多くが揮散しており，軽油や A
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重油についても油分量が少ない場合は揮散する割

合が多くなることが示され，沸点の低い油はヘキ

サン抽出物質では低く評価されることが確認され

た。さらに，赤外線吸収法による各種油の測定で

は，S―３１６および H―９９７を抽出溶媒として各種鉱

物油が正しく測定できるか否かを検証したとこ

ろ，S―３１６法はガソリン，C重油，植物油で低値

となり，H―９９７法はガソリンで低値となることを

明らかにした。油の流出事故等の緊急時には，迅

速に油分の測定や油種分析を実施することが重要

であり，且つ，高感度，高分離の分析が求められ

る。この様な緊急時に対応する分析手法の開発

は，全国レベルで益々必要性が増すと考えられ

る。

「嫌気性条件下の廃棄物一時保管場におけるメ

タン簡易測定」では，廃棄物保管場において発生

したガス（メタン）の簡易測定法について報告が

あった。廃棄物保管場で発生するガスの分析手段

としては，ガスクロマトグラフを用いる方法と携

帯型可燃性ガスモニターを用いる方法等が知られ

ているが，前者は，ガスを採取し試験室に持ち

帰って分析を行う必要があり，迅速な測定には不

向きである。一方，携帯型の可燃性ガスモニター

は，小型・軽量であり，また，固定電源も不要な

ことから，第一に簡便さが求められる現場におい

て有効な測定手段である。本報告で採用している

接触燃焼方式の携帯型ガスモニターは，試料ガス

を燃焼させてメタン濃度を検出するため，試料ガ

ス中の酸素濃度が１２％以下では測定できないとい

う問題があった。そこで，試料に適量の酸素を添

加することにより，その課題をクリアしている。

今回の報告データは，秋・冬季の測定に限られて

おり，また対象の保管場も１箇所であることから

データの信頼性には課題が残る。今後，春・夏季

のデータを取得し，また，試料採取に関するデー

タも同時に蓄積することによって，本手法が現場

における緊急時のメタン測定の最も有効な手法の

一つに成り得ると考えられる。

「県内池沼における沈水植物再生試験と派生バ

イオマスの資源化の検討」では，湖沼において水

沈植物を用いた環境改善とその資源化について検

討している。本報告では，沈水植物の資源化に関

して，先ず，沈水植物の緑肥化・堆肥化について

の利用の基礎実験を行ったところ，水稲の生長，

稲穂の充実度，害虫の発生の点で対照区と実験区

で差が見られず，沈水植物の負の影響は観察され

なかったとしている。次に，沈水植物のメタン発

酵化については，技術的に可能であると考えられ

るが，その採算性が大きな課題となっており，地

産地消を可能とする低コスト型メタン発酵システ

ムの研究開発が重要であることを指摘している。

さらに，沈水植物の飼料化・アルコール発酵化で

は，沈水植物の飼料としての利用可能性を示唆

し，また，収穫後の沈水植物のアルコール発酵に

よるエネルギー化技術開発も行っているとのこと

であった。一方，水沈植物を用いた環境改善に関

して，水沈植物の現存量を適正に管理していくこ

とが可能であれば，良好な生態系および水質を中

長期的に維持していくための有効な手段と成り得

ることを示した。

特集／第３５回環境保全・公害防止研究発表会２２

２２─ 全国環境研会誌


